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<研究報告>
宮城県における弱視特別支援学級(弱視学級)の
課題と今後に向けて
猪平虞理 (宮城教育大学)
千田裕子 (宮城県立視覚支援学校)
要約
宮城県の視覚支援学校ではセンター的役割として弱視特別支援学級(以
下弱視学級)の支援に力を注いでいる O 近年県内に多くの弱視学級が設置さ
れてきたが、弱視学級の担当者は短期間の受け持ちが大半を占め、その上視
覚障害教育の経験者がほとんどいないという状況になっているからである O
社会はインクルーシブ教育の方向へ進みつつあり、今後とも弱視学級のニー
ズは高まると思われる O 弱視学級担当者の専門的スキルの保持は喫緊の課題
であり、そのため全国の動向を参考に 2つの方策を提案した。一つは視覚支
援学校と弱視学級の交流人事の推進を図ることであり、もう一つは宮城弱視
教育研究会を立ち上げ専門的指導力の向上を目指すことである。
はじめに
宮城県で設置されている弱視特別支援学級(以下弱視学級とする)は近年その数を
増し、全国的にも上位を占めている。東北地方では要望があっても未だ設置のない県
や 1，2学級程度の設置が多い中で、宮城県では弱視児が一人いれば弱視学級を設ける
という先進的な施策が取られ、今日まで拡大してきた結果である O 弱視児にとって居
住する地域で個々のニーズに基づく教育が受けられることは大変意義深いことであ
るD
しかし、弱視児のための学級というハード面が用意されても障害に対応した適切な
教育指導というソフト面に十分な配慮、がない場合はその価値は半減する D 宮城県では
学級数の急激な増加がみられた今日、こうした課題が際立つようになった。
そこで、本稿では視覚障害教育の現場から実情を捉え、抱える課題を明らかにして
打開策を検討することにした。前半は宮城県の現状を視覚支援学校で行われている弱
視学級支援の取り組みからまとめ、後半では全国的な弱視学級の動向から考察して、
宮城県における弱視学級の在り方に提言を加えることとした O
? ??
1 .宮城県の実状
宮城県立視覚支援学校 千田裕子
1 .視覚支援学校のセンター的役割
宮城県内には相当数の弱視特別支援学級が設置されており、視覚支援学校は早く
からセンター的役割を自覚し、その支援を行ってきた O
2003 (平成 15)年 3月、宮城県障害児教育将来構想策定委員会から「宮城県障害
児教育将来構想策定に係る提言Jが提出され、児童生徒一人ひとりの教育的ニーズ
に応えられるよう基盤整備を計画的に進めていくよう提言された O 具体的には、
「盲・聾・養護学校が地域のセンター的役割を担うために障害児教育に関する
教育相談センターとして、また、地域の幼稚園や保育所、小・中学校等への支援機
関としてその役割を果たすこと」、また「関係機関との連携を一層強化し、学校の
中で対応することにとどまらず、市町村や関係機関に出向いての支援を行っていく
こと」、さらに、その機能の充実のために「これを支えていく専門性を身につけた
教員が配置されていることや、これからの支援体制を担う人材の育成は、地域の特
殊教育センターとして役割を担う盲・聾・養護学校にとって不可欠の要素となる」
と提言されている O これを踏まえ、視覚支援学校ではその実現に向けて校内体制を
整備し、相談支援活動を展開してきた O
分掌のーっとして教育相談部が設置されたのは 1997(平成 9) 年、 2名の部員で
発足し、 2000年度には 11名と大幅に強化され、本格的にセンター化に取り組み始
めた o 2002年度には、教育目標の中にセンター的機能の充実を明記し、教育支援相
談部と改称して支援に力を注ぐ姿勢を明確にした o 2003年度以降、専任 I名を含め
て 20数名の部員が配置されるようになり、早期教育相談・学校等支援・自立支援・
カウンセリングの 4部門を設けて活動している O さらに、宮城県は 2006年度に「特
別支援教育地域支援推進事業」を立ち上げ、経費も予算化した口その事業を活用し
全県を対象とした相談及び支援機能の充実を図っている O
2. 弱視学級支援の取り組み
( 1 )宮城県の弱視学級創設
1962 (昭和 37)年、白石市のメIj田総合病院内に宮城県で初めての弱視学級が設
置された(全国で 2番目 )0 1969 (昭和 44) 年 4月、仙台市に「弱視児の親と教
師の会」が発足し、会の願いが結実して 1970 (昭和 45) 年 1月、仙台市立立町
小学校にも弱視学級が新設されることになった弱視教室Jと称し、初年度は 6
年 1名、 4年 2名、 3年 2名の計 5名の弱視児童が入級、それぞれが居住地から通
学する、拠点校方式(資料室方式)で運営された O 立町小の弱視学級第 1期生(現
?
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在、その内の 2名が視覚支援学校の教職員として勤務している)から、当時の学
習形態や状況を聞いたところ次のようであった O
当時、仙台市内南西部にある小学校の 6年に在籍していた S児は、立町小学校
に弱視教室が設置されたため 3学期の始業式(1月)から転校、パスで 1時聞か
けて通学した o 1"-'6校時目まで通常学級で授業を受け、放課後に弱視教室在籍の
児童 5名が集まり、見えにくさに配慮した学習が行われた O 指導者として東北大
学教育学部視覚欠陥学教室の助手をしていた O教諭が専任で勤務(I弱視教育J7 
巻 5号による)、視覚的に理解が困難な教材について予習や復習をし、また、学力
の落ち込んでいる面を個別に指導した O その他、弱視レンズや書見台等補助用具
の使い方の学習、視知覚向上訓練など、放課後午後 3時過ぎから、毎日夕方 5"-'6
時頃まで、それぞれの見え方に応じた指導が行われた O 備品として、視覚補助具
の他、エレファックスというカメラ機能付き電子拡大コピー機も整えられていた O
2 ヶ月間の弱視学級での学習も小学校卒業と同時に修了 O まだ中学校の弱視学
級は県内には設置されていなかったため、 S児は居住地の中学校通常学級に入学、
その後、中学 2年の 4月に仙台市立五橋中学校に弱視学級が設置され、再度転校
した O ところが、当時の五橋中学校は 1学年 15クラスもあるマンモス校、弱視教
室を設けるゆとりはなかった。そこで、当時仙台市内を走っていた市電を利用し、
施設・設備の整備された立町小学校に、放課後、担任と生徒たちが通う形で授業
を実施することになった O 毎夜 7"-'8時頃まで熱心な学習指導が続いた D 夏季休業
期間は立町小学校での補習授業も行われた D 弱視学級の運営には東北大学の視覚
欠陥学教室が深く関わっていたため、学生たちの熱心な後押しもあった O その後
も東北大学との関わりは継続し、 S生が大学入学を志すに至るのもその影響が大
きかった D 当時の弱視学級は、小・中学校ともに視覚障害教育について専門性を
もっ教員が指導に当たっていたのである O
( 2 )弱視学級設置校の推移及び実態
宮城県内の弱視学級設置校は、 2012年度は 24校(小学校 21校・中学校 3校、
在籍 24名)、弱視児童生徒がそれぞれの地域で学んでいる O 設置校数から見れば
神奈川県、奈良県、大阪府と並んで多い D 表 1に設置校数の推移を示したが、 1999
年度(平成 11年度)以降、徐々に増えていく O 特に、 2003年、県の教育構想、の
基本理念として「共に学ぶ」教育の促進が掲げられたことにより、障害のある児
童生徒も地域の小・中学校で学ぶことができるよう教育環境の整備が進められた O
ニーズがあれば弱視児が居住する地域の小・中学校に弱視学級が設置され、創設
当初の拠点校方式ではなく、担任が 1人配置される形で運営された D 表 1の学校
数と児童生徒数を対比して分かるとおり、ほとんどは在籍児童生徒が 1名である O
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しかしながら、担任には視覚障害教育だけでなく特別支援教育に初めて携わる
教員も多く、新任者や講師が担当する学校もある O また、毎年担任が替わるとい
う学校が非常に多く、視覚障害教育についての専門性や継続性が保たれないまま、
担任一人がその指導に苦慮しているのが実情である O
-表 1 弱視学級設置校数の推移(年度は平成)
年度 6 11 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 
小学校 / づン/13 15 15 17 18 17 16 21 19 21 新設 / / (6) (2) (4) (4) (3) (3) (4) (9) (1) (4) 
児童数 / v ン/17 15 15 17 18 18 17 22 20 21 
中学校 / / / 。 2 3 3 3 6 8 4 3 
新設 / v レ/(0) (2) (1) (0) (0) (3) (3) (3) (1) (1) 
生徒数 / / / 。 2 3 3 3 6 8 5 3 
メ口〉、 言十 2 3 10 13 17 18 20 19 20 23 29 23 24 
圃表 2 弱視学級在籍児童生徒の障害種別人数(人)
一一一一一一障主謹~ 20 21 22 23 24 
単一障害 小学校 12 12 12 10 12 
13 』ーーー一一一 14 16 ←一一一一一一ー 13 ←一一一一ー一ー 15 
中学校 l 2 4 3 3 
重複障害 小学校 4 2 4 3 3 
5 5 7 一 5 トーー ーーー ーー 3 
(知的) 中学校 3 3 2 。
重複障害 小学校 2 4 4 4 
同ー一一一一一ー 2 4 ←一一ー一一一 4 ト一一一一- 4 
(情緒) 中学校 O 。 O 。 。
重複障害 小学校 l 
ト一一一一一一司 ト一一一一ー一ー
(その他) 中学校 。 。 。 。 。
コ重複以上 小学校 O 。
1-一一一一- 2 トーー 一一一一一 一
中学校 。 。
合計人数 21 23 30 24 24 
さらに、表 2に示したように視覚の単一障害児の数が圧倒的に多いが、知的障害学
級と同様のカリキュラムで授業が行われたり、他の特別支援学級との交流に時間が割
かれたりと教科の学習時聞が十分に確保されていない例も少なくない O また、重複障
害児の場合は、他の特別支援学級との交流学習が授業の大半を占め、個別学習の場が
ほとんどない状況にある学校が多い O 確かに、家庭から通学し地域で学ぶことができ
? ???
る教育環境を用意することは、特に小学生の場合、心身の健全な成長の面から考えて
も大切なことではある。だが、教育の質の面においては多くの課題を含んでいると言
わざるを得ない O 表 3は、弱視学級担任が前年度と交替した、もしくは学級新設によ
り新規に担任が配置された学校数を示したものである (17年度以降)。
-表 3 弱視学級担任が交替もしくは新規配置された学校数(年度は平成)
年度 17 18 19 20 21 22 23 24 
設置校数 a 18 20 19 20 23 29 23 24 
担任交替 8 7 7 8 6 8 14 6 
新担任 5 4 3 6 7 12 2 5 
メ口主、 計 b 13 11 10 14 13 20 16 11 
割合 b/a(弘) 72. 2 55. 0 52. 6 70. 0 56. 5 69. 0 69. 6 45. 8 
( 3 )弱視学級への教育支援
障害児が地域で学ぶことの意義は大きい。それだけに、児童生徒の障害の実態に
応じた専門的な指導・支援が適切に行われる必要がある。ところが、表 3のとおり、
毎年設置校の半数以上が視覚障害教育について知識や指導技術を十分に持たない
まま弱視児を担当することになっている O
このような現状を踏まえ、視覚支援学校は支援機関としての役割も重要な課題と
捉えて、弱視学級に在籍する児童生徒にとってより適切な教育環境を整備するため
に、設置校や児童生徒・保護者からの相談に応じたり、担当教員等を対象にした研
修の場を設けたりしてきた O さらに、訪問による支援も積極的に行っている D
また、宮城県特別支援教育研究会視覚障害教育専門部会(視覚支援学校教職員と
県内弱視学級担任で構成)では、弱視学級担任が一堂に会し、情報交換を行って児
童生徒の指導上の問題点や課題等について討議している O 研究者や福祉関係者等の
専門家を招いたり、視覚支援学校教職員が講師を務めたりして毎年複数回の研修会
も実施してきた。毎年度末には実践報告や研究活動の集録をまとめ、 2010年度から
は新たに「宮特研視障専だより」を発行し、設置校や担任との相互の密接な関係の
構築を図っている。
毎年、長期休業中を利用して夏季・冬季教育相談会を開催しているが、弱視学級
在籍児童生徒及び保護者、担任が相談に訪れることが多いD さらに、 2009年度は夏
季休業中に弱視学級や通常学級に在籍する弱視児童生徒を対象とした交流行事を
初めて企画し、好評を得た O 保護者同士の情報交換や懇談の場としても貴重な意義
があり、以来毎年実施している D
??
?
? 、
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( 4 )教育支援の内容
分掌に位置づけられている教育支援相談部の学校等支援部門を中心に弱視学級の
教育支援に当たってきたが、具体的には次のような内容である O いずれも電話や来
校による相談のほか、要請により学校を訪問し、実際に授業の様子や学校環境を見
たうえで関係する教職員と話し合いを行っている O
。弱視学級新設に係わる支援
-保護者、保健師(各市町村)、教育委員会等からの相談への対応(就学相談を含む)
・設置校からの相談への対応、訪問による支援
。弱視学級設置校への支援
-視覚障害児の学習指導上の支援や配慮、についての助言
*教育課程、評価、指導要録に係わること
*各教科の学習形態に係わること一個別学習、交流学習の組み方等
*視能評価及び見え方に応じた指導法、教材・教具の準備に係わること
*自立活動の内容に係わること
-視覚障害児の生活上の支援・配慮、についての助言
・ルーペ、単眼鏡、拡大読書器等の紹介や使用法の説明、ほか視覚補助具に関する
情報提供
-教室及び校内環境整備に係わること
.進路に係わる情報提供
-安全な登下校のための歩行指導に係わること
( 5 )具体的事例
①小学校弱視学級新設準備及び入学後の支援の事例
仙塩地区の小学校。対象児は視覚・情緒の重複障害。保護者、幼稚園、保健
師と就学相談を重ね、当初通常学級希望であったが話し合いを経て弱視学級を
希望することになった。就学前、入学予定の小学校を訪問、教育課程、備品、
教材・教具等、弱視学級設置に係わる話し合いを実施。入学後は毎年訪問し授
業参観、担任との情報交換を行っている O 学童保育の支援も行った O
②中学校弱視学級新設に伴う小学校との引き継ぎに係わる支援の事例
仙南地区の中学校。対象児は視覚の単一障害。小学校弱視学級在籍児童が中
学校に進学するにあたり弱視学級新設が認められた O 小学校には毎年訪問して
継続的な支援を行っており、夏季教育相談会には、児童・保護者、担任ともに
毎年参加していた O 中学校の弱視学級設置準備のために要請を受けて訪問、小
学校の担任も交え話し合いを行った O 対象児の見え方と配慮事項、準ずる教育
課程での学習の在り方、考査や評価の方法、教室環境等について情報提供した O
?
『
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③点字指導、歩行指導の事例
小学校の弱視学級に在籍する児童が、視力低下により点字による学習が必要
になったため、点字指導(来校及び訪問)と教材・教具の提供を行った D また、
通学路の歩行指導(白杖使用)を行い、さらに横断歩道設置、音響式信号設置
について助言を行った例もある。
( 6 )宮城県特別支援教育視覚障害教育専門部主催の研修会
2011年度は 3回の研修会を行ったが、 12月 6日に行われた第 3回研修会について
報告したい。この日は、小学部 2年の国語(点字使用)、中学部 C課程 3年の自立
活動の授業参観と実践事例報告会という日程。報告会は単一障害部門と重複障害部
門の 2分科会に分かれて行った O 参加者の感想は次に示すとおりである O
。授業参観について
・国語の説明文の読み取りが丁寧になされており、盲児、弱視児、晴眼児の別なく、
基本的なことを学ばせてもらった。
・自立活動の授業をなかなか参観する機会がなく大変参考になった O 手指の巧徴性
を高める活動は、他の活動に関連性があることが分かった D 生徒の実態に合わせ
て細かな配慮があるために、生徒が最後まで意欲的に取り組むことができている
と思った口指相撲やビー玉つかみ等、ゲーム的要素を取り入れた活動も生徒の意
欲向上にとって重要だと思った O
・日ごろ、自立活動をどのように指導していけばよいのか悩んでいたので参考にな
った O 手指の運動、ひも結び、箸でっかむ活動、早速やってみたい。授業を見る
とチャレンジ意欲がわく O 視覚支援学校の指導法、教材を見るのが楽しみだ。
。実践事例報告会について
・大変ためになったし、刺激を受けた O 悩みのない担任はいないし、共通した悩み
が解決できて中身の濃い研修だった O 感謝します 0
・各学校の先生方の指導上の工夫等を聞くことができ勉強になった D 各学年での問
題が違っていて、今後学年が進んで成長していく上での課題も見えてきたので、
中・長期的な視点で考えるきっかけになった。
・生徒にとって必要な学習や取り組みを、その生徒に合った内容、学習形態、方法
で行うことが大切であることがあらためでわかった O
毎年、年に 3"'-'4回の研修会を実施しており、これまで、視覚障害教育の研究者に
よる講演会、教育課程についての説明・情報交換、弱視児の見え方について理解が
できるようなシミュレーションレンズを使用した弱視体験等を行ってきた O 今後も、
弱視児指導上の共通の課題を探り、授業に役立てられる研修を企画していきたい O
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-平成 23年度事業
~視覚支援学校及び特別支援教育研究会視覚障害教育専門部主催
月 日 事 業 内 容 5葺 師 等
6月 8日(水) 宮特研視障専 1.協議、報告 研修会担当:
第 1回代表者会 2.研修会「児童生徒の実 視覚支援学校
及び総会 態と学習~教育課程を 教諭
中心に"-""-J
3. 総会
平成 22年度事業報告
平成 22年度会計報告
平成 23年度事業計画
平成 23年度予算案
7月 27日(水) 視覚支援学校 -見えにくさに配慮した 視覚支援学校教諭
28日(木) 自立活動研修会 教材の作り方(実習) :教育支援相談部
8月 17日(水) -点字 自立活動委員会
-誘導の技術
7月 29日(金) 視覚支援学校 1.講演 視覚支援学校教諭
30日(土) 夏季教育相談会 「弱視児が通常学級で :教育支援相談部
学ぶということ」
2. 個別相談
8月 3日(水) 宮教大特別支援 講演「見えにくい子の理 元筑波大学教授
教育総合研究 解と支援を巡って~見え 香川邦生氏
センター主催 にくさの理解と教育の基
講演会 本を中心にJ
宮特研視障専 研修会「弱視児の見え方 視覚支援学校教諭
第 2回代表者会 について~弱視体験"-""-J :研究部
8月 20日(土) 夏の弱視学級等 -弱視学級及び通常学級
交流会 在籍弱視児童生徒の交
流会(視覚支援学校児
童生徒はボランティア
として参加)
-保護者の懇談会
10月 20日(木) 宮特研視障専だより
第 3号発行
12月 6日(火) 宮特研視障専 -授業研究 授業者:
第 3回代表者会 -実践事例報告会(単一 視覚支援学校教諭
障害、重複障害別) (小学部、中学部)
12月 26日(月) 視覚支援学校 個別相談
冬季教育相談会
12月 8日(木) 視覚支援学校 弱視教育勉強会の立ち上 宮教大
関係者会議 げについて話し合い 教員 2名
教育支援相談部員参加
2月 4日(土) 第 1回みやぎ弱視教 希望者参加
育勉強会(任意団体)
3月 1日(木) 研究集録、 視覚支援学校
実践集録発行 弱視学級設置校
3月 8日(木) 宮特研視障専だより
第 4号発行
一」
? ?「
3. 今後の課題
( 1 )視覚障害教育の理解に係わる課題
弱視学級設置校数が多いとは言え、県下の小・中学校の総数から見れば極めて少
数 (2011年度は 3.6%) である O 知的障害や情緒障害の特別支援学級はほとんどの
学校に設置されており担当経験者も数多いが、弱視学級を担当した、あるいは弱視
児の指導歴があるという教師は数少ない口個に応じた教育の場を用意するために枠
組みとして弱視学級が設置されても、専門的な指導スキルを持つ担当者が配置され
ることは難しく、弱視教育についての理解がほとんどないまま、指導がスタートし
てしまうことになりかねない。新設校、既設置校含めて視覚支援学校への支援依頼
が増えてはいるが、弱視児の実態に応じた指導が確実に行われるためには、教育委
員会や管理職レベルでの視覚障害教育についての理解が今以上に必要と思われる O
( 2 )視覚支援学校の児童数減少による専門性向上に係わる課題
地域の学校に弱視学級が設置されることは、視覚支援学校の、特に小学部(重度
重複障害児を除く)に在籍する弱視児童数の減少傾向にもつながると考えられる O
2012年度は 3、4、6年に各 1名の在籍、 3名とも全盲児である。弱視学級在籍児童
への適切な支援のためには見え方に応じた教育実践の蓄積が求められる o しかしな
がら、極めて少人数、しかも障害が限定される児童を対象とした本校での教育実践
にはどうしても偏りが生じてしまうため、さらなる専門性の向上が今後難しくなる
ことも懸念される O 弱視学級在籍児童や通常学級に在籍する視覚障害児への支援を
充実させるためには、何らかの対策が必要である D
また、児童数の減少は教員の定員減につながる。センター的役割を果たすために
は人材確保が必須であるのに、それが困難になることも危慎される O
( 3 )視覚障害教育の専門性の維持に係わる課題
視覚障害教育には、高い専門的な知識、指導技術が求められる O 長年の経験の積
み重ねの上に培われるものである。簡単に引き継ぎができる性質のものではない O
近年、高い専門性と視覚障害教育に意欲をもった教員の異動により、視覚支援学校
として貴重な人材を失うという現実に直面している。もちろん現職教育の場を頻回
設け、専門性の向上と継承に努めてはいる O しかし、実際に児童生徒を指導する経
験の蓄積があってこそ高い専門性が養われることを考えれば、異動によって学校と
しての専門性が薄れることにもなる。本校にとっては深刻な課題のーっと考える O
文献
1)小柳恭治 (1970):仙台市立立町小学校弱視教室の開設にあたって弱視教育」
7巻 5号
2) 国立特別支援教育総合研究所 (2008):全国小・中学校弱視特別支援学級及び
弱視通級学級指導教室実態調査(平成 19年度)
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1. 全国の動向からの考察
宮城教育大学 猪平民理
1開弱視学級の発展の経過の中で
宮城県における弱視学級の発展の基盤を明らかにするために、日本の弱視学級の成
立について簡単に触れる O 弱視学級の開設の初めは 1933 (昭和 8) 年東京麻布にあっ
た東京市南山尋常小学校にあった O これは 1940年には「視力保存学級Jと改称される
ように、前面には視力の保護、保存を目的にしていたO これは戦争の激化で 1945年に
は閉級となっている(小林 1984)
その後は昭和 36年に大阪医科大学附属病院内分校として高槻市立桃園小学校弱視
学級が設置され、続いて 1962(昭和 37)年に宮城県白石市立第二小学校の弱視学級が
刈田総合病院内に開設されている O この両校は治療等によって短期間に回復すると区
分される機能弱視(医学的弱視)の子どもを対象とし、学習を続けながら眼科治療を
施すことを目指すものであった O宮城県では全国の先駆けの一つを見ることができる O
この記事が当時の刈田病院眼科医によって書かれている(武田 1964) 0 
現在では「視覚障害は視機能の永続的低下の総称J とし、弱視児は視力が 0.3未満
の者うち、視覚による学習が可能な者(教育的弱視)と定義されている O このような
子どもを対象とする弱視学級は 1963(昭和 38)年の大阪市立本田小学校弱視学級の設
置からである。
小学校設置の弱視学級は 1960年代後半から 10年の聞に急増し、全国で 50学級に、
さらに、 2001(平成 13)年度に 100学級、 2008(平成 20)年度には 200学級を超えて
いる O 中学校では 2010(平成 22) 年度は 86学級に増加した D
宮城県では昭和 45年、立町小学校に 2校目の弱視学級が設置された O その経緯は 1. 
実情にあるように資料室方式によって進められた O これは東北大学視覚欠陥学講座が
推進役であり、立町小学校の全校挙げての協力や教育委員会、保護者、眼科医、ライ
オンズクラブなど多くの機関と連携して成果を上げる実践となり、日本の弱視教育の
向上と発展に寄与されたものであった(小柳・大森 1970、立町小学校 1972)
1993 (平成 5) 年度には通級による指導が制度化された。これは障害のある子ども
が在籍する教育の場に加えて特別な指導を受けることのできる、これまでにはない画
期的な制度の導入であったが、弱視学級の運営ではさらにニーズに応じた仕組みがで
きることとなった O 東京都の場合、弱視学級は全て弱視通級学級となったり、京都市
では訪問指導になったりして発展するわけである D 弱視通級指導学級に在籍する全国
的な児童生徒数は、 2010(平成 22) 年度では小学校 160人、中学校 24人である。
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2. 弱視学級担当者の専門的指導力の養成と研修体制
弱視学級は拡大鏡等の使用によっても通常の文字、図形等の視覚による認識が困難
な程度の児童生徒を対象としている O そのため、見やすい学習環境を整えながら保有
する視覚を最大に活用する見方を育成する指導や個々の児童生徒の見えの状態に配慮
しながら通常の小中学生と同様の各教科の指導を行う D さらに必要に応じて特別の教
育課程を編成して「自立活動」の内容も取り入れることとされている O
したがって弱視学級の担当者にはこうした専門的な知識や指導力の有ることが求め
られるのだが、 1.実情にあるように宮城県における担当者の配置には専門性への配慮
が不十分だと思われる。
( 1 )全国の弱視学級担当者の経験年数の状況
宮城県における弱視学級の 1例である O 筆者が幼少期の教育相談から関わっている
中学校弱視学級に在籍の E生の場合も小学校弱視学級に 6年間在学中、担任はほとん
ど毎年交代し、 2年間に 3回代わったこともあった O 担当者に視覚障害教育の経験は
皆無だった O 身分も講師が大半で引き継ぎも十分でなく、次々代わる担任に保護者は
E生の見えづらさに関わる基本事項からの説明と依頼が欠かせず、やるせなかったと
のことである O
7年 8年 11~12年18王手ここで全国的な状況をみたい。独立行政法人国立特
別支援教育総合研究所による平成 19年度の全国小・中
学校弱視特別支援学級及び弱視通級指導教室実態調査
から引用する。図 1は弱視学級担当者の視覚障害教育
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経験について小学校担任者 1，778名を対象としたもの
である。図 2は同中学校担任者 59名が対象である。
結果は 1年目の担当者は小学校 54%、中学校 61%で
4年
3% 
あり、双方ともに半数を超えている D 全国的にも 図 1 小学校の場合(文献 6) 
交代が短期間であることが示されている D しかし、
宮城県の場合はこの全国平均を上回る数値なのである O
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図 3 通級指導教室の場合
図 3には同調査から小・中学校
弱視通級指導教室担当者の場合の
データを引用しているが、担当年
数が 1年目から 35年目と広範囲に
分布している O ここには視覚障害
教育経験年数が 10年以上のベテラ
ン教員も多数いる O これは東京都な
どで設置の形態である。
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図 2 中学校の場合
( 2 )弱視学級担当者への専門性養成研修
近年では全国的に視覚特別支援学校(以下盲学校とする)が視覚障害教育のセンタ
ー的役割として地域の学校に在籍する弱視児に対する支援を行ってきている O この中
で年代的に早い着手の例では大阪府立盲学校で管轄の地域小学校に在籍する弱視児へ
の教育相談活動を 1971(昭和 46)年から巡回指導方式により開始していたり、山梨県
立盲学校では県内に弱視学級も皆無の上に、盲学校の在籍者が極端に減少する状況か
ら弱視教育の理解啓発を図ることを目指し、 1993 (平成 5) 年度に弱視教育相談室を
設置して弱視児支援活動を活発化した例があったりする O
本県でも 1.実情にあるように県立視覚支援学校は地域支援として通常の学校に在
籍する弱視児への支援を行っているが、現在課題としているのが弱視学級担当者の支
援である O
ここに本県と似通った状況のあった奈良県の取り組み例がある O 奈良県立盲学校で
は 1990 (平成 2) 年に弱視児への支援に重点、を置く活動に取り組むため、奈良県弱視
教育連絡会を発足させている O これは平成 4年に奈良県弱視教育研究会、さらに 1997
(平成 11)年度から奈良県視覚障害教育研究会と改称している O 小学校に全盲児の入
学が複数あったことによるとのことである O
奈良県内の弱視学級は平成 9年度に小学校 (15学級)、中学校 (3学級)計 18学
級、平成 13年度には小学校 (19学級)、中学校 (9学級)計 28学級と弱視児が 1人
いれば 1学級作るという増加があり、弱視学級数が全国ーになった。奈良盲学校では
その時期から担任者への専門性研修と弱視児への自立活動の指導等の必要に迫られ、
こうした支援に力を入れるようになり、進展を図ってきている O
盲学校が弱視学級に教育的介入をし、パックアップする活動を全国的に奈良方式な
どと呼んでいるのは、各地のモデルとして参考になる方式であったと思われる。
具体的な活動内容についてはこれまでにさまざまな試行錯誤もあったといわれる
が、昨年度の運営報告から一部を参考資料として下欄に引用させてもらう。
平成23年度「奈良県視覚障害教育研究会」
対象校:・弱視学級設置校及び視覚障害児在籍校(小学校12校、中学校3校)
・盲学校 ・関係機関
内容:年度研修テーマ「拡大教科書の使用法障害受容についてJ
情報交換 (板書書写、実験・観察、ボーノレ運動、弱視学級の運営等)
開催と時期:・例会 (5、8、11、2月) 8月は児童生徒の交流会を並行開催
-夏期研修会 (8月) 計5回 (年度末運営報告資料より〉
奈良県の県域はかなり広い。そのため例会への出席は毎回小学校 4校、中学校 2校
程度で全体の半数以下に限られてしまうようである O また、弱視学級担任者は出張扱
いで参加とのことである 奈良盲学校には他に、通常の小学校に在籍する弱視児童対
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象の通級指導「あおば教室Jの設置がある D 県内の弱視児には盲学校のこうした支援
の複数の枠組みを活用して頻度多く指導を受けるケースもあるという O
一方、全国には各都道府県の教育センタ一等が主催する教員の研修講座に「弱視児
の見え方の理解と指導法研修講座J (長崎県の例)などの開設がある O このような講
座の講師はほとんどが県内盲学校等に所属の教員となっている O 数ある研修講座の中
に次の要項を見ることができた口兵庫県の新任特別支援学級担当教員等研修の案内で
ある。
兵庫県立特別支援教育センター
新任特別支援学級担当教員 研修
弱視学級担当 平成23年度受講対象者
(1)平成24年度に、初めて弱視学級を担当する者。(既受講者は除く)
(2) 平成25年度に、初めて弱視学級を担当する予定の者。
※視覚特別支援学校での勤務経験がある者は除く O
〈要項より〉
上記は該当者の部分の抜粋である。この中に次年度の担当予定者への項目が見られ、
担当者の配置に一部計画性のあることに注目した。しかもこの講座の開始時期は他県
の場合より早く、 5/10、5/29、6/21、10/25の日程の 4回シリーズで行われ、新任者
への配慮も濃いものである O
全国的に視覚障害教育の対象者は少数であるため、弱視学級の担当者に関しでも他
障害とは異なり研修の機会は限られたものしかない O ここに、全国レベルでの弱視教
育担当者の研修会があるので紹介したい O 筑波大学の公開講座である。後に述べる日
本弱視教育研究会には発足直後から教員の専門的指導力養成への要望が多く寄せら
れ、そのため 1981 (昭和 56) 年から筑波大学の公開講座として「弱視教育研修講座J
が開講されるようになったものである。以来毎年 6月に 3'"'-'4日間の設定で行われ、盲
学校教員や弱視学級担当者の貴重な研修の機会となってきた。近年は初任の弱視教育
担当教員を対象として 7月の夏休み期間の実施となり、全国各地からの参加があると
いう。下欄にこの研修会で講義される内容を転載した。
平成24年度筑波大学公開講座「弱視教育研修講座J
【学習内容】 3日間 (18時間)
「目の機能と視覚障害」 「弱視児の視知覚と指導の基本J
「弱視の見え方の理解と視機能の評価弱視レンズの処方・選定と活用指導J
「弱視児に対する教科指導と教材・教具の整備・活用J
「弱視通級指導教室の運営と指導の実際」
〈実施要項より〉
??? ?
3. 弱視教育を支える研究組織とその活動
日本の弱視教育の発展は 1964(昭和 39)年に発足した日本弱視教育研究会の活動に
寄るところが大きい O 本研究会では雑誌「弱視教育」を年 4回発行し、年 1回「弱視
教育研究全国大会」が開催されており、現在の会員数は 600名程である O 平成 23年度
は 53回目の大会であった。第 1回弱視教育研究全国大会は大阪で 1964(昭和 39) 年
5月に開催している O 続く同年 11月の第 2回大会は宮城県白石市で行われている O
他方、各都道府県単位にもいくつかの弱視教育研究会が組織されている O 先に奈良
県視覚障害教育研究会も弱視教育研究を母体としているところであるが、ここでは東
京都と神奈川県の例から紹介したい。
( 1 )東京都弱視教育研究会
東京には 1969(昭和 44)年に誕生した東京都弱視教育研究会がある D 初年度は弱視
学級 3校と盲学校(国立 l校、都立 4校)の加盟であった O
東京都内の弱視学級は 1964(昭和 39) 年、 1968 (昭和 43) 年に 1校ずつの設置が
あり、その後は順次に増加をする O 当初は児童の学籍が弱視学級にある固定式であっ
たが、徐々に資料室方式(通級制)となり、 2002(平成 10)年度より弱視学級から弱
視通級学級に移行してきた O 現在は通級指導教室(リソースルーム)でありながら特
別支援学級という東京都独自の設置基準による弱視通級指導学級である O
東京都弱視教育研究会は都内弱視通級学級担当者と盲学校 5校(各校の係 1名ずつ)
の参加による構成で、研究推進(講演会企画、授業研究、調査)、研究紀要「あゆみj
の発行、会報発行(年 3回)、 PRポスター作成配布 などを分担して運営している D
研究紀要「あゆみJは各校の教育実践や研究・調査をまとめて 1986(昭和 61)年か
ら刊行されている O 本研究会の 20周年を迎えた昭和 63年には弱視教育の PR資料を
作成し、関係機関へ配布している O
平成 23年度東京都の弱視通級指導学級は小学校 9校(児童数 71名)、中学校 3校
(生徒数 8名)で、このところは 70名前後で推移しているようである O ここには幼児
等の教育相談もあるという O現状には在籍児童・生徒の障害の多様化・重複化がみられ、
中学校への支援体制が課題だという。
( 2 )神奈川弱視教育研究会
神奈川県では 1982 (昭和 57) 年に 5校の弱視学級設置校が連絡会を作り、昭和 60
年に神奈川弱視教育研究会を設立、昭和 62年に盲学校も加わって専門性の向上や情報
交換の場としている O この研究会は年 4回程の研修会・授業研究会が企画されている O
関係機関の関与は県の総合教育センターや横浜市教育委員会であるが、県内久里浜に
ある国立特別支援教育総合研究センターからはバックアップを受けているという O 年
度末には研究冊子「神奈川の弱視教育」が発行されている O 平成 23年度会員数(弱
視学級等開設校)は小学校 31校、中学校 8校、特別支援学校視覚障害部門として 4
???
?
校となっている O
( 3 )横浜市立通級指導教室等研究協議会弱視部
横浜市には小学校 9校と中学校 6校に弱視学級がある O これらの学級は神奈川弱視
教育研究会に属しているのであるが、横浜市立学校通級指導教室等研究協議会弱視部
の組織としても活動がある D
主には年に 4回程度の集団活動が挙げられる O 在籍の小・中学校では経験できない
視覚障害のある子ども同士が楽しく交流すること、さらにこの中で、自他の障害理解・
障害受容にもつなげることを目的にしている O 平成 23年度ではボウリング大会、ミニ
スポーツ大会、アイススケート、お別れ会が実施された。この会では弱視児の交友関
係の広がりと共に、親子参加であるため保護者への懇談会の企画が設けられ、双方に
相互交流の意義が大きいという O平成 23年度は弱視者である盲学校教員からの談話な
ども用意され好評だったとのこと O こうした機会は弱視学級担任者にとっても他の弱
視児を知り、具体的な情報交換のできる貴重な学びの場になっているようである O
4. 終わりに、提言として
社会はインクルーシブ教育の方向へ進みつつある。今後、宮城県の弱視学級へのニ
ーズは少子化にあっても減ずることはないであろう O しかし、現状には大きな課題が
存在する O 歴史を振り返ってみると弱視学級の創設や発展の節目となった時期には教
育現場の全校挙げた協力や保護者、眼科医、文部省の担当官、大学の研究者などの熱
い思いと尽力があり、その重さを深く感ずる D 今、私どもはその原点に立ち返って弱
視学級の本来の使命や在り方を間い直し、今後の改善への取り組みに努力せねばなら
ないと思われる O ここではそのための基本的な方策を 2点に絞って提案したい。
( 1 )弱視学級担当者と視覚支援学校との交流人事の推進
宮城県の弱視学級はほとんどが一人学級であり、視覚障害に対応した指導法を教員
相互に学びあったり、外部の研修に出かけたりするには難しさがある O また、視覚支
援学校にも生徒の減少や重度重複化が進行している D どちらにも専門性の担保は容易
ではない O 視覚障害教育の指導はさまざまな教科や自立活動等に多様で高い専門性が
あり、それは指導経験によって磨かれていくものである O 今日のように教員の短期間
で障害の専門性への考慮、が不足する配置状況では、十分な視覚障害教育は実現が難し
い O そこに視覚支援学校と弱視学級担当者との交流の出来る人事異動が必要であり、
適切で計画的に行われることが最も望ましいと思われる。こうした事例は以前には少
数あったが途切れてしまっている O このようなシステムの構築がなければ今後一つの
県の視覚障害教育の専門性の発揮と担保は難しいと思われる O 視覚支援学校にも弱視
学級にも熱意ある視覚障害教育の指導力を持った人材の確保は喫緊の課題である O
今後、宮城県の弱視学級では資料室方式の弱視通級学級で他校から複数の児童生徒
??? ?
を受け入れたり、あるいは児童生徒の通学の負担を軽減のできる巡回指導による方法
を取り入れたりする効率の良い運営も検討せねばならないだろう O このような枠を広
げた指導を可能とするのも専門性を身につけた教員の配置が必須の条件である O
( 2 )宮城県における弱視教育研究会の発足
本稿では東京都、神奈川県、奈良県にある弱視教育研究会(視覚障害研究会)を紹
介し、このような研究会の存在が地域の弱視教育のレベルアップに大きく貢献するこ
とを確認した 1.実情にも記載があるように平成 23年度には宮城に弱視教育研究会
の発足を目指して視覚支援学校の教育相談部会のメンバーと宮城教育大学の教員が集
い準備を始めた O 平成 23年 8月の宮城教育大学特別支援教育総合研究センター主催
による弱視教育講演会の開催や 2月の勉強会はこの一環である。
この研究会の活動では弱視学級担当者は相互に、また、視覚支援学校との情報交換
や研修会開催、理解啓蒙のパンフレット作成、実践の蓄積を図る研究誌の発行などが
できると期待する O
以上の提案には殊に前者には県や市の教育委員会の理解を得ることが不可欠である O
後者にもその協力で実効性のある成果がもたらされる D 今後はより良い状況の実現の
ために関係機関の方々と力を合わせて努力ができたらと考える。
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